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決算取締役会開催日 平成18年1月25日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）

１．平成17年11月中間期の業績（平成17年6月1日～平成17年11月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年11月中間期 17,562 (△1.4) 91 (△36.3) 128 (△27.3)

16年11月中間期 17,810 (  1.0) 144 ( 142.0) 176 ( 106.1)

17年５月期 42,692 1,057 1,117

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭
17年11月中間期 70 (△42.9) 6 00
16年11月中間期 122 (  29.1) 10 48

17年５月期 584 48 22

（注）①期中平均株式数 17年11月中間期 11,680,731株　16年11月中間期 11,704,134株   

 17年５月期 11,698,277株     

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭
17年11月中間期 0 00 　　　　――――――
16年11月中間期 0 00 　　　　――――――

17年５月期 　　　　―――――― 12 00

（注）17年５月期配当金の内訳　普通配当10円00銭　特別配当 2円00銭

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
17年11月中間期 26,563 8,603 32.4 736 90
16年11月中間期 26,121 7,918 30.3 676 94

17年５月期 33,452 8,460 25.3 722 08

（注）①期末発行済株式数 17年11月中間期 11,674,642株　16年11月中間期 11,696,737株   

 17年５月期 11,688,494株     

②期末自己株式数 17年11月中間期 97,984株　16年11月中間期 75,889株 17年５月期 84,132株

２．平成18年5月期の業績予想（平成17年6月1日～平成18年5月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通　期 43,000  1,200  630  13 00 13 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）53円96銭　(注）配当金の内訳　１株につき　普通配当10円　特別配当3円

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。  

なお、上記予想に関する事項は添付資料の4ページを参照して下さい。
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５．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年11月30日）
当中間会計期間末

（平成17年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,378,817   2,434,487   1,935,513   

２．受取手形  5,988,399   5,636,853   8,542,836   

３．売掛金  5,048,383   5,238,186   9,929,282   

４．たな卸資産  3,695,012   3,961,845   4,027,296   

５．その他  460,307   492,685   523,213   

　　貸倒引当金  △22,800   △31,800   △54,800   

流動資産合計   17,548,120 67.2  17,732,257 66.8  24,903,343 74.4

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※1.2 1,777,984   1,847,424   1,867,683   

(2）土地 ※２ 4,005,915   3,895,592   3,849,605   

(3）その他 ※１ 353,406   348,335   336,278   

有形固定資産計  6,137,307   6,091,352   6,053,567   

２．無形固定資産  61,518   52,393   56,955   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 1,279,570   1,801,283   1,421,968   

(2）その他  1,239,789   1,060,035   1,143,378   

　　貸倒引当金  △145,219   △173,373   △126,957   

投資その他の資産計  2,374,139   2,687,946   2,438,388   

固定資産合計   8,572,965 32.8  8,831,691 33.2  8,548,912 25.6

資産合計   26,121,086 100.0  26,563,949 100.0  33,452,255 100.0
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前中間会計期間末

（平成16年11月30日）
当中間会計期間末

（平成17年11月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  4,908,066   4,813,056   8,036,085   

２．買掛金  4,630,973   4,957,756   11,400,473   

３．短期借入金 ※２ 6,353,366   6,016,366   3,122,366   

４．未払法人税等  74,061   105,209   126,591   

５．その他  722,928   730,814   809,933   

流動負債合計   16,689,396 63.9  16,623,202 62.6  23,495,449 70.2

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２ 210,430   79,064   209,247   

２．退職給付引当金  1,101,900   1,072,186   1,081,652   

３．役員退職慰労引当金  189,330   175,455   195,880   

４．その他  12,007   11,009   10,009   

固定負債合計   1,513,667 5.8  1,337,714 5.0  1,496,788 4.5

負債合計   18,203,064 69.7  17,960,916 67.6  24,992,237 74.7

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   1,491,267 5.7  1,491,267 5.6  1,491,267 4.5

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  1,751,682   1,751,682   1,751,682   

２．その他資本剰余金  134   223   223   

資本剰余金合計   1,751,817 6.7  1,751,906 6.6  1,751,906 5.2

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  290,475   290,475   290,475   

２．任意積立金  3,984,000   4,434,000   3,984,000   

３．中間（当期）未処分利
益

 262,273   183,545   723,740   

利益剰余金合計   4,536,748 17.4  4,908,020 18.5  4,998,215 14.9

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  178,386 0.7  506,926 1.9  264,159 0.8

Ⅴ　自己株式   △40,197 △0.2  △55,088 △0.2  △45,530 △0.1

資本合計   7,918,021 30.3  8,603,032 32.4  8,460,017 25.3

負債及び資本合計   26,121,086 100.0  26,563,949 100.0  33,452,255 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   17,810,977 100.0  17,562,814 100.0 △248,163  42,692,087 100.0

Ⅱ　売上原価   14,938,722 83.9  14,677,861 83.6 △260,861  36,138,153 84.6

売上総利益   2,872,255 16.1  2,884,952 16.4 12,697  6,553,933 15.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  2,728,115 15.3  2,793,166 15.9 65,051  5,496,068 12.9

営業利益   144,140 0.8  91,785 0.5 △52,354  1,057,865 2.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  56,103 0.3  56,388 0.3 285  101,847 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  23,682 0.1  19,749 0.1 △3,933  42,627 0.1

経常利益   176,561 1.0  128,424 0.7 △48,136  1,117,085 2.6

Ⅵ　特別利益 ※３  50,261 0.3  16,906 0.1 △33,355  6,749 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4.5  － －  10,333 0.0 10,333  94,195 0.2

税引前中間（当
期）純利益

  226,822 1.3  134,997 0.8 △91,824  1,029,639 2.4

法人税、住民税及
び事業税

 64,000   92,000    408,000   

法人税等調整額  40,206 104,206 0.6 △27,069 64,930 0.4  37,555 445,555 1.0

中間（当期）純利
益

  122,616 0.7  70,066 0.4   584,083 1.4

前期繰越利益   139,657   113,478    139,657  

中間（当期）未処
分利益

  262,273   183,545    723,740  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式

総平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定）

 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品…総平均法による原価法

　ただし、ミニチュー

バー（種イモ）関係のう

ちマイクロチューバーに

ついては先入先出法によ

る原価法

(2）たな卸資産

商品…　 同左

(2）たな卸資産

商品…　 同左

 未成工事支出金

…個別法による原価法

未成工事支出金

…　 同左

未成工事支出金

…　 同左

 貯蔵品

…最終仕入原価法

貯蔵品

…　 同左

貯蔵品

…　 同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 建物 ５～50年

構築物 10～20年

  

  

  

  

 (2）無形固定資産

　定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

（追加情報） 

　役員の退職慰労金は、従来、支

出時の費用として処理しておりま

したが、前事業年度下期より、内

規に基づく期末要支給額を引当計

上する方法に変更いたしまし

た。  

　なお、前中間会計期間は変更後

の方法を採用した場合と比べ、経

常利益は6,500千円多く、また税

引前中間純利益は196,005千円多

く計上されております。

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

　なお、仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺の上、差額を流動負債の

「その他」に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

 ───── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は2,290千円減少してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

土地の金額から直接控除しております。

 ─────

追加情報

項目
前中間会計期間

（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

 外形標準課税制度の導入について   

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日企

業会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が10百万円増加し、営業利益、経常

利益および税引前中間純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。

 ───── 外形標準課税制度の導入について   

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年2月13日企業会

計基準委員会実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割およ

び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が23百万円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成16年11月30日）
当中間会計期間末

（平成17年11月30日）
前事業年度末

（平成17年５月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額

（千円） （千円） （千円）

3,572,603 3,725,682 3,657,517

※２．担保に供している資産    

流動資産 34,500 34,500 34,500

固定資産 1,426,400 1,364,967 1,323,637

対象債務    

短期借入金 5,433,000 4,926,000 2,762,000

長期借入金 165,000 44,000 169,000

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

※１．営業外収益の主要科目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 8,976 7,309 12,767

受取配当金 10,298 11,957 15,400

受取家賃 26,961 28,600 53,361

※２．営業外費用の主要科目    

支払利息 21,095 19,681 42,626

※３．特別利益の主要科目    

投資有価証券売却益 － 16,906 5,238

貸倒引当金戻入益 50,261 － 1,510

※４．特別損失の主要科目    

固定資産売却損 － － 88,238

固定資産処分損 － 8,043 5,737

減損損失 － 2,290 －

投資有価証券評価損 － － 220

※５．減損損失

 

　当中間会計年度において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

茨城県常

陸大宮市

遊休

資産
土地

千円

2,290

　当社は、拠点別に資産をグループ

化し、賃貸資産・遊休資産について

は、物件ごとにグルーピングを行っ

ております。

　上記土地については、遊休資産と

なっておりますので、当該資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失(2,290

千円）として特別損失に計上してお

ります。

　なお、当該土地の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、

不動産鑑定士による評価額等を基礎

として評価しております。  

　６．減価償却実施額    

有形固定資産 101,765 102,637 210,384

無形固定資産 4,562 4,562 9,125
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①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１株当たり純資産額

676円94銭

１株当たり純資産額

  736円90銭

１株当たり純資産額

   722円08銭

１株当たり中間純利益金額

10円48銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり中間純利益金額

  6円00銭

同左

１株当たり当期純利益金額

  48円22銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年６月１日
至　平成16年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日)

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

中間（当期）純利益（千円） 122,616 70,066 584,083

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 20,000

（うち利益処分による役員賞与金）

（千円）
（ － ) （ － ) （20,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
122,616 70,066 564,083

期中平均株式数（千株） 11,704 11,680 11,698

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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